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研究ノート
序論
　アメリカにおける ICT の巨大企業の創業期を記した刊行物を読むことは楽しいことである。
彼らの起業家精神の様相やそのスリルに満ちた事業展開がよく伝わってくる。アップル創業期
におけるスティーブ・ジョブズの苦悩や挫折、マイクロソフト創業期におけるビル・ゲイツの
野心と権謀術数など、ICT の専門家でなくとも、そのビジネスチャンスという大波に挑戦す
るサーファーのような物語性に引き込まれる。しかし、わずか 1998 年に起業し、約 10 年余り
でグローバルな巨大企業になったグーグルはどうであろうか。グーグルの創業期を著した刊行
物は、起業前後を扱った数冊のみであり、その内部組織についての葛藤はあまり描かれていな
い。グーグル上場以降、経営の内部が急速に見えなくなってきたことに気が付くだろう。アッ
プルやマイクロソフトでは、創業者のカリスマ性や組織内部の軋轢についてや、その経営方針
や事業展開については、公式的報道や書籍刊行本を通じて理解できるが、一方、グーグルは組
織内部で一体何がおこっているのかについては表面化されない。
　この小論では、従来、アメリカの起業の成功神話体験が詳細に論じられてきたが、一方で、
ICT の巨人となったグーグルでは、次第に組織内部の様子が秘匿されてきていることを論じ
ていきたい。これは、従来以上に、ケース・スタディとしての経営研究がしづらくなったこと
を意味する。その原因として、ICT 産業における高度なイノベーションを構築していく、想
像を超えた開発プロセスの速さであり、政府機関の情報局に匹敵するような、プロジェクト内
部の機密性であり、巨大な組織をベールで包み込むような法律的な問題であることを仮説とし
て取り上げたい2。
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1 Google は Alphabet というホールディング・カンパニー（親企業）の子会社になったが、便宜上、この小論ではグー
グルという「企業名称」で述べていく。
2 イギリスのガーディアン紙によると、グーグルは政府機関に社員を送り込み、ヨーロッパの政府要人もグーグル
に入社しているといっている。（2016 年 6 月 4 日の記事）
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秘密に満ちたエリートの園
　グーグルは、アンドロイドに代表されるようにオープンソースが企業の経営規準になってい
るイメージである。オープンソースのプロジェクトは 100 種類あるそうだ。このオープンソー
スは、中核戦略事業と社会貢献の間にある。さらに、このオープンソースは 20％ルールとい
う人材育成面にも向けられている。20％ルールの事業で成功した例は、Gmail、グーグル・マッ
プ、グーグル・ニュース等があげられる。各事業の最高責任者の国籍はあまり問わないようで
ある3。しかし、これらはグーグルの中核的戦略ではないであろう。グーグル本社で働くため
には、少なくとも、アメリカ国内では、州立大学で優秀な成績をおさめるか、世界的に有名な
大学、大学院を卒業していなければならない。また、スタート・アップ企業の成功経験や大手
ICT 企業での卓越した経歴も採用される重要な要素である。一つの伝説と化しているが、グー
グラーになることは（グーグルの社員になること）、データを重んじ、統計学に精通し、卓越
したプログラミングに熟達したエンジニアリング的素養が必須である。加えて、専門的知識と
並列して、チームの生産性を高めるためのコミュニケーション能力も要求される。グーグルの
採用基準の詳細を描いた、グーグル人事担当上級副社長のラズロ・ボックによれば、2007 年
には、100 万人の応募があり、採用されたのは 1 万人と 100 倍の倍率であったことを明かして
いる。そして、採用プロセスも長時間にわたる面接とその結果を待つ忍耐力を要される。4 こ
れは、ハーバード大学に入学するよりも 25 倍の狭き門といわれている。
　グーグルは、自前で組織を大きくするより、事業を時間で買うという、スタート・アップ企
業や中堅企業の買収戦略で巨大な組織となっていった。これは、グーグルに限ったことではな
く、東京都の面積に満たない、シリコンバレーという産業蓄積の整った地域の特徴であり、買
収される企業も、高値でスタート・アップ企業を身売りすることを夢見ている。日本ではあり
えないことだが、被買収された企業のトップがグーグルで働くことも観察されている。
　このように、シリコンバレーという ICT 星雲において、グーグルという巨星のまわりに、
数多くの衛星企業が集まっていると形容してもよいであろう。2015 年度には売上高は、8 兆円、
時価総額は、約 70 兆円、社員数は、6 万人を超える大企業になった5。一方で、グーグル単体
だけではなく、グーグルもトヨタのように、数限りないベンダーがいて、シリコンバレー地域
の大きな雇用創出に貢献しているのである。これは、アップルやマイクロソフトでもみられた
ように、次に、どのような製品が市場にでるかで、市場関係者やメディアを興奮状態にしたも
のとは違っている。グーグルの場合、何が次に市場に出るかは、グーグル自体の広報や、よほ
どの、インサイダー情報を認められたコンピュータ専門のジャーナリストによるプレス・リリー
スに依存している。
カリスマなき組織
　グーグルは強烈なカリスマ性を持った経営者によって運営されている企業ではない。創業者
3 日経コンピュータ編『Google の全貌』、2009 年、169 ページ。
4 ラズロ・ボック / 鬼澤忍・矢羽野薫訳『ワークルールズ』、東洋経済新報社、2015 年、165 ページ。
5 売上高と時価総額は、http://www.asahi.com/articles/ASJ222QXPJ22UHBI00N.html
 社員数は http://www.statista.com/statistics/273744/number-of-full-time-google-employees/ を参照のこと。
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は、ラリー・ページとサーゲイ・ブリンであり、創業時を描いた数冊の文献によって、多くの
人々がグーグル誕生の秘話を知ることになった。人口に膾炙されたエピソードとしては、彼ら
がスタンフォード大学大学院博士課程を中退して、ポータル型のサイトではなく、検索のみに
絞った事業を立ち上げたこと。そして検索領域に経営資源を集中させたことである。グーグル
の創業は 1998 年であった。同年、サンマイクロシステムズ出身のアンディ・ベクテルシャイ
ムから 10 万ドルの投資を受けたことである。1999 年に、ベンチャー・キャピタリストのクラ
イナー・パーキンスやセコイア・キャピタルからの本格的資金供給があった。ノベルの CEO
であったエリック・シュミットを 2001 年にグーグルの CEO に選考していく過程もひとつの
エピソードである。シュミットも、戦略的意思決定を最終的に決断するグーグルの実質的な経
営者ではなかった。いわゆる、初期には、セルゲイ・ブリン、ラリ ・ーページ、エリック・シュ
ミットの三頭政治といえた6。2004 年に株式上場で、会社形態を、物言う株主から経営に介入
されない複数議決権方式（デュアルクラス・ストック）にしたことも話題になった。事業につ
いても、検索領域が主であり、技術的進化はあるにせよ、創業時から現在まで、ドル箱は、ア
ドワーズ・アドセンスである。特に、この若き経営者は、両親とも大学教授の中産階級出身で
あり、スティーブ・ジョブズのように、少年期・青年期において、貧困を味わい、落ちこぼれ
から這い上がった人物とは違う。‘Stay Foolish, Stay Hungry’の精神とそのような企業理念は、
グーグルにはほとんど相容れないであろう。また、ビル・ゲイツのように、常に利益を念頭に
置き、IBM を出し抜き交渉に長けた、堅苦しい吝嗇な経営者のイメージではない。グーグル
の経営哲学は卓越したアルゴリズムに収斂されていくプログラミングの創成である。
アップル7とマイクロソフトとの伝説比較
　アップルとマイクロソフトに関する書物は、双方の企業の歴史的詳細について、ゆうに学術
文献として価値あるものは、50 冊は超えるであろう。グーグルと違って、この二つの企業は、
一人の創業者と重なり合い、成長してきた。
アップル
　アップルは、スティーブ・ジョブズというカリスマ誕生から iPhone、そしてスティーブ・ジョ
ブズの死に至る経営の実相については、数多くの著作で、よく知ることができる。ステーブ・
ジョブズの不遇な家庭環境、インドへの旅、スティーブ・ウォズニアックとの出会い、アップ
ル・コンピュータの誕生、LISA の失敗、ジョン・スカリーを中心とする経営陣との軋轢、ニュー
トンの失敗、NEXT 社という企業の立ち上げと業績不振の時代、3CG を使った映画会社、ピ
クサー社の成功、iPod、iPhone というオープンプラットフォームのビジネスモデルで、産業
のパラダイムを変えてしまった偉業、そして、闘病生活までことこまかに、多くの書物に描か
れている。このように、アップルの歴史はトム・クックに CEO が交代するまで、ジョブズが
憑りついていたといってよい。彼の経営哲学の神髄とも言える Reality Distortion Field（現実
6 初期グーグルの経営意思決定については、エリック・シュミット、ジョナサン・ローゼンバーグ、アラン・イー
グル / 土方奈美『How Google Works ? 私たちの働き方とマネジメント』、日本経済新聞社、2014 年、218 〜 220 ペー
ジを参照のこと。
7 2007 年に、アップル・コンピュータはアップルと会社名称を変更した。
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歪曲空間）や NIH（Not Invented Here）の表現を通して、神話化された人物となった。
マイクロソフト
　マイクロソフトについても、ビル・ゲイツというカリスマの存在があった。青年期のコン
ピュータ・オタクについてのエピソード。スティーブ・バルマーとの出会い。大学からのドロッ
プアウト。そして IBM のクローン機製作のための、社員数が 10 人程度の零細企業マイクロソ
フト訪問のエピソード（特に、デジタル・リサーチ社 CEO、ゲーリー・キリドールの失策は
伝説化している）、アップルというライバル・ソフト企業との闘い。IBM との呉越同舟の関係
とそこからの戦略的脱却。インテルとの WIN-WIN 体制の確立という 1990 年代の帝国の誕生、
インターネットの新星といわれたネットスケープの打倒。独占禁止法の訴訟から始まった組織
の停滞。そして社会貢献のための財団の成立という創業者、ビル・ゲイツの人生行路の修正ま
でである。
閉ざされた空間へ
　グーグルは 2011 年以降、その企業内部を詳細に描いた書籍はない。それまでのグーグルの
イメージは、神話化されて、組織は外側からは見えない厚い雲の中に入っていく。連携した企
業との NDA（非開示合意＝ Non Disclosure Agreement）という秘密に満ちた製品だけが公
表され、それを顧客が消費者として使用するだけとなってしまう。さらに、コードの秘匿性の
問題もある。「コードを秘密にすると間違いなくできることが一つある。下した決定に対する
責任を取らずにすむのだ。どのような決定を下したのか、社外から見えにくくなるからだ」8 
さらに、政府が巨大 IT 企業に情報依存している9。グーグルの内部情報が、手に入らなくなっ
た大きな原因は、潤沢な資金で積極的にロビー活動を始め、国家戦略にはいり、政府機関（特
に NSA= 国家安全保障局）とつながりをもったからであろう。また、IPO で、企業内に億万
長者が輩出していったことは、20 世紀初頭、石油掘削で一攫千金を狙ったアメリカ産業界の
伝統にもつながっていく感がある10。グーグルは、アメリカ本国を基点に、WSC（Warehouse-
Scale Computer）をグローバルに展開する巨大なインフラ企業となった。換言すれば、グー
グルは、Many Core と呼ばれる並列処理の CPU を主体に、自前でスーパー・コンピュータを
スケール・アップしていくソフトウェアとハードウェアを兼ねる企業なのだ。
組織構造
　2011 年、グーグルの CEO は持ち株会社の CEO でもあるラリー・ページになった。現在、彼
は、まだ 40 歳前半であるために、少なくとも 10 年、長い場合には、20 年以上、CEO の地位
にいられる可能性は強い。多数の製品開発に力点をおいているために、必然的に機能的組織の
8 イーライ・パリサー / 井口耕二訳『閉じこもるインターネット』、早川書房、2012 年、281 ページ。
9 この問題は、アップルと FBI との iPhone ロック解除問題となり、政府と情報企業との緊張が存在することが世
間に知れ渡った。最終的には、政府機関が ICT 企業に必要な時に情報提供の依頼をすることで決着した。この話
題は 2016 年 2 月に起きたものである。
10 デビッド・ヴァイス、マーク・アルミー ド/ 田中理香訳『Google 誕生』、イー ストプレス、2006 年、423 ページ〜 424 ページ。
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傾向が強く、フラットな組織構造であろうか。これは「戦略が組織を決定づける」というアル
フレッド・チャンドラーの定理に従えば、市場シェアの増大よりも、新しいプロダクト製品群
に戦略をおいているためであろう。このために、グーグルの組織は、エンジニア中心の拡散し
た事業となる。集権的組織のダイバーシティともいってよい。このために、グーグルは、マーケッ
ト・シェアの拡大やマイケル・ポーターの経営戦略論を基盤にしたマーケティング戦略にはあ
まり重きをおいていない11。目標は、失敗前提の、ディスラプティブ・イノベーション型のプロ
ダクト製品の創成なのである。これゆえに、グーグルの世間に対するメディアを通じての露出
度は、アップルやマイクロソフトよりもずっと低く、人々がグーグルのビジネス・モデルや収
入源が一体どこからきているか理解できないとする人々は意外に多いのではないだろうか。
　組織構造はエンジニアリング・セールス・リーガル・ファイナンス・プロダクトの五つから
なり、ボードは、ラリー・ページ、セルゲイ・ブリン、ベンチャー・キャピタルのクライナー・
パーキンスなどのインナー・サークルとも言ってよい。そのために、グーグルは、グローバル
に海外子会社を設立展開しているが、国別に分散型の自律的権限をもたせる企業ではなく、シ
リコンバレー、マウンテンヴュー発の上意下達型の中央集権的組織である12。
MOTによる領域侵犯
　グーグルのビジネスの特徴は、MOT（Management of Technology）による他業界への参
入である。しかも、多くの場合、訴訟という形でビジネスが始まるケースが多い。大きな訴訟
は、2004 年の連邦裁判所での検索広告に関する保険業界から始まった。この訴訟以来、グー
グルは法的な戦略的側面を固めたといってよい。会社設立から、わずか 6 年目のことであった。
このような大企業間規模で常時、係争に巻き込まれることは、アップルやマイクロソフトの比
ではありえなかった13。そして、クラウド技術も、グーグル自前の巨大な WSC（Warehouse-Scale 
Computer）から続々と生まれる。G-Mail や Google Chrome の立ち上げによって、マイクロ
ソフトの Office や Outlook を陳腐化に追い込んだのも、グーグルのハード企業の特性である。
検索から、グーグル・ドキュメント、グーグル・マップというように ICT のカテゴリーに入
る事業ばかりでなく、全世界の図書館にある全書籍のデジタル化、生命科学、ヘルス・ケア、
建設・ホーム事業、航空宇宙産業、民泊、SCM、既存ベンダーというあらゆる業種への「領
域侵犯」を行っている14。Big Data や IOT（Internet of Things）という 2010 年代から広まっ
た言葉も、グーグルがあらゆる産業に食指を伸ばしたことにも起因しているだろう。グーグル
は、企業の方向性を理念では示すが、ビジネスとして、あまりに革新的である事業に着手する
ために、MOT の「魔の川」の部分で消滅し、最終プロダクトの事業ステージにたどり着けな
い傾向もある。これからは、企業のデータ・ベースの大手のオラクルやルータ事業で独占的地
位を占めるシスコシテムズといった企業のビジネス領域に参入していくことも考えられる。こ
11 エリック・シュミット、ジョナサン・ローゼンバーグ / 土方奈美訳『How Google Works 私たちの働き方とマネ
ジメント』、日本経済新聞社、2014 年、105 〜 106 ページ。
12 グーグルの日本法人も社長職を 2015 年以来、おかなくなり、自律的権限は失われたようである。
13 日経コンピュータ　2015 年 3 月 19 日号
14 1990 年代には、マイクロソフトは、独禁法問題で国家的規模での大掛かりな係争に巻き込まれたが、グーグルの
ように、あらゆるビジネス領域から係争に巻き込まれることはなかった。
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14 1990 年代には、マイクロソフトは、独禁法問題で国家的規模での大掛かりな係争に巻き込まれたが、グーグルの
ように、あらゆるビジネス領域から係争に巻き込まれることはなかった。
231603_多摩大研究紀要_No.21_本文-4校.indb   121 2017/01/24   19:06:38
－ 122 －
グーグルというビヒモスの素描
うしてみれば、グーグルは、しばらくの間は、過去の成功体験に固執して、企業の成長や活力
を失ってしまう『イノベーションのジレンマ』に陥ることはないであろう。
法務部の重要性
　グーグルでは、法務部が大きな組織的権力を有している。アメリカ国内では、反トラスト法、
プライバシー侵害の訴訟、顧客との訴訟、ライバル企業との特許をめぐる訴訟、AT&T 等の
通信業界との訴訟があり、外国政府との訴訟もある。グーグルは、ありとあらゆるビジネス領
域に入り込むのであるから、既存業界の既得権益と抵触することは必然であろう。グーグルは、
「訴訟を前提として、製品開発と戦略を展開しているのである」、「ビジネス交渉の場が裁判所」
といわれるのはあながち不当ではない15。そして、グーグルの政治的脆弱性をカバーするため
に、ワシントンでのロビー活動の活発化、そして、ビジネスをやりやすくするために、政治家
や政治団体への献金につながっていく16。創業時の経営指針である、有名なスローガンとも言
える「邪悪になるな」は、2010 年の中国撤退では、その真骨頂をみせたが、検索サービスでは、
自社関連のサービスを上位にあげるなど利益相反の批判もあり、非常に玉虫色になってきてい
るのは事実であろう。特に、EU との軋轢は、今後のグーグルのグローバル戦略を占う試金石
となる。グーグルは独占禁止法違反、プライバシーの侵害、忘れられる権利の軽視、タックス
ヘイブンの税制問題に巻き込まれている。特に独禁法の問題は、過去の IBM やマイクロソフ
トのケースから考えて、将来、市場での競争優位をそぐ結果を招く可能性もある17。
公開性と秘密主義の間
　ここで述べるのは「グーグル」にみる秘密主義の蔓延である18。 前述したように 2011 年を
過ぎたあたりからは、グーグル内部についての詳細な評伝はない。これは企業が極端に秘密主
義になりジャーナリストに情報を与える隙がなくなったことを意味している。この反動からか、
グーグルの反社会的行為を連想させるドキュメンタリーも放映された19。グーグルは、ストリー
トビューやリターゲティング広告等ですべての個人情報を一巨大企業で集めている。まだ、製
品がシーズの段階で、海のものとも山のものともわからない時に、情報収集のみが戦略なので
あろうか。グーグルは少なくとも、オープンソース（オープン・イノベーション）を主体とし
た企業ではない。20％ルールから生まれる事業も秘密の花園で開発され、情報漏洩は、徹底的
15 竹内一正『グーグルが本を殺す』飛鳥新社、2008 年。58 〜 59 ページ。NHK 取材班『グーグル革命の衝撃』NHK 出版、
2007 年、227 ページ。
16 グーグルのロビー活動の展開については、スティーブン・レヴィ / 仲達志・池村千秋訳『グーグルーネット覇者
の真実』阪急コミュニケーションズ、2011 年の「グーグルの政治学」7 章を参考のこと。
17 「週刊東洋経済」2015 年 6 月 13 日号、part3 の「独占支配で強まる欧州との軋轢」を参照のこと。
18 ラリー・ページは、「本能的といえる秘密主義」があるとスティーブン・レヴィは、述べているが、最高指導者の
このような性格は、企業文化に少なからぬ影響を与えているであろう。スティーブン・レヴィ / 仲達志・池村千
秋訳『グーグルーネット覇者の真実』阪急コミュニケーションズ、2011 年、106 ページ。
19 グーグル社の周りには、常時、自転車で巡回するガードマン、市営バスの停留所を占拠してしまうグーグル専用
のバス、サンフランシスコ市街地の家賃高騰の原因、一部市民のグーグル社への反感があげられている。「シリコ
ンバレー・その知られざる顔」NHK・BS　世界のドキュメンタリー、2015 年 11 月 23 日、放映。
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に究明され、当該者は、即、解雇となる20。これからのニュース・ソースは、Wired などの高
度な ICT 技術を紹介するグーグルとのインナー・サークルに入っている専門誌からしか得ら
れないだろう。「グーグルは透明性に絶大な価値をおく半面、スパイ機関をお手本にしている
のではないかと思えるくらい秘密主義的面も持ち合わせている」21この巨大な情報企業は、情
報は提供するが、その内部情報の装置は決してみせないという大きなパラドックスをかかえて
いる。このパラドックスの象徴が、CEO、エリック・シュミットのプライバシーを公表した
CNET との軋轢であり、法廷闘争であった22。このことは、グーグルが極端な二重道徳（対内
道徳・対外道徳）をかかえたダブルスタンダードな規範に満ちた企業であり、民主主義の鎧を
つけた相互監視の企業とも誤解される可能性は大きい。CEO のラリー・ペイジは、この民主
主義と独裁主義の間で微妙なバランスをとらざるを得ないリーダーでもある。
中間的結論
　こうしてみれば、これからは、グーグル内部で、どのようにその製品が開発されたかは、ご
く一部の専門誌や広報以外からは推測で判断せざるをえないであろう。その広報も新しいプロ
ダクトのオフィシャルな製品情報であり、内部の戦略は見えてこない。情報サービス・アプリ
を過多に供給する巨大企業の分析は、株主への「創業者からの手紙」、広報や最高幹部のコメ
ントを通じて、判断する以外に方法はなくなった。こうして巨大 ICT 企業の経営分析は、ま
すます難しくなっていく。GM のアルフレッド・スローンの『GM とともに』、インテルのア
ンドリュー・グローブの『インテル戦略転換』等、学術的に寄与する著作が、グーグルから世
にでていくという機会はほとんどないといってもよいだろう。最後になるが、この拙論をお読
みになった方々が、きわめて印象的な大枠の叙述で、「読書感想文」の領域をでていないとの
御叱声を覚悟しているが、グーグル自体が企業の経営分析や組織分析に関わる情報をほとんど
外部に出していないことを再度明記しておきたい。
主要参考文献
ジョン・バッテル / 中谷和男訳『ザ・サーチ』、日経 BP 社、2005 年。
デビッド・ヴァイス、マーク・アルミード / 田中理香訳『Google 誕生』、イーストプレス、2006 年。
佐々木俊尚『グーグル Google』、文春文庫、2006 年
NHK 取材班、『グーグル革命の衝撃』、日本放送協会、2007 年。
西田圭介『Google を支える技術』技術評論社、2008 年。
日経コンピュータ編「Google の全貌」日経 BP 社、2009 年。
ルイス・アンドレ・バロッソ / ウルス・ヘルツル / 丸山不二夫・首藤一幸・浦本直彦　監修 / 高嶋優子・
徳弘太郎訳『Google クラウドの核心』日経 BP 社　2010 年。
辻野晃一郎『グーグルで必要なことは、みんなソニーが教えてくれた』、新潮社、2010 年。
21 グーグルの秘密主義については、スティーブン・レヴィ / 仲達志・池村千秋訳『グーグルーネット覇者の真実』
阪急コミュニケーションズ、2011 年の「グーグルの政治学」7 章、562 ページを参考のこと。特に、書籍のスキャ
ンされたデータがインターネットに公開されている反面、スキャナー技術を秘密のベールに隠しているのが、そ
の典型である。（前掲書、562 ページ）
20 ラズロ・ボック / 鬼澤忍・矢羽野薫訳『WORK RULS』、東洋経済新報社、2015 年、482 ページ。
22 http://boingboing.net/2009/12/09/google-ceo-says-priv.html　CNET はアメリカの ICT 業界に焦点をあてたイン
ターネット・テレビ
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主義と独裁主義の間で微妙なバランスをとらざるを得ないリーダーでもある。
中間的結論
　こうしてみれば、これからは、グーグル内部で、どのようにその製品が開発されたかは、ご
く一部の専門誌や広報以外からは推測で判断せざるをえないであろう。その広報も新しいプロ
ダクトのオフィシャルな製品情報であり、内部の戦略は見えてこない。情報サービス・アプリ
を過多に供給する巨大企業の分析は、株主への「創業者からの手紙」、広報や最高幹部のコメ
ントを通じて、判断する以外に方法はなくなった。こうして巨大 ICT 企業の経営分析は、ま
すます難しくなっていく。GM のアルフレッド・スローンの『GM とともに』、インテルのア
ンドリュー・グローブの『インテル戦略転換』等、学術的に寄与する著作が、グーグルから世
にでていくという機会はほとんどないといってもよいだろう。最後になるが、この拙論をお読
みになった方々が、きわめて印象的な大枠の叙述で、「読書感想文」の領域をでていないとの
御叱声を覚悟しているが、グーグル自体が企業の経営分析や組織分析に関わる情報をほとんど
外部に出していないことを再度明記しておきたい。
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